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反　
対

●
長
引
く
景
気
低
迷
を
反
映
し
た
個
人
所

得
の
落
ち
込
み
や
企
業
の
業
績
悪
化
に
よ

り
、
自
主
財
源
の
大
宗
を
占
め
る
市
税
が

厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
市
税
確
保
緊
急
対

策
事
業
が
引
き
続
き
実
施
さ
れ
る
が
、
な

お
一
層
の
収
納
対
策
を
図
り
財
源
を
確
保

す
る
こ
と
が
望
ま
れ
る
。
歳
出
で
は
、
綾

南
保
育
園
の
改
築
に
あ
わ
せ
子
育
て
支
援

セ
ン
タ
ー
を
併
設
し
、
家
庭
で
抱
え
る
育

児
不
安
の
解
消
な
ど
子
育
て
環
境
の
充
実
、

市
民
の
憩
い
の
場
と
し
て
の
城
山
公
園
、

せ
せ
ら
ぎ
広
場
等
の
整
備
、
不
登
校
児
童 

・
生
徒
を
対
象
に
適
応
指
導
教
室
を
設
置

し
、
学
校
へ
の
早
期
復
帰
に
向
け
た
教
科

指
導
等
を
高
く
評
価
す
る
。
自
治
体
の
基

本
で
あ
る
最
小
の
経
費
で
最
大
の
行
政
効

果
を
上
げ
、
財
政
健
全
化
に
取
り
組
む
こ

と
を
要
望
し
、本
決
算
に
賛
成
す
る
。

　

平
成
十
四
年
度
一
般
会
計
決
算
は
、
九
月
定
例
会
最
終
日
に
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
こ

の
議
決
に
先
立
ち
、
同
決
算
に
対
す
る
討
論
が
行
わ
れ
、
四
人
の
議
員
か
ら
賛
成
意
見

が
、
一
人
の
議
員
か
ら
反
対
意
見
が
あ
り
ま
し
た
。
そ
の
概
要
は
次
の
と
お
り
で
す
。

（1万円未満は四捨五入）
歳　　出歳　　入

会　計　名
対前年度伸率決 算 額対前年度伸率決 算 額

１．５％２２３億２，９２８万円１．７％２３２億４，３０８万円一 般 会 計

４．４％５３億９，３６６万円５．４％５４億５，４３７万円国民健康保険事業

特 
別 
会 
計

△３．６％３２億５，６３３万円△３．６％３２億５，６３３万円老人保健医療事業

△８．３％３６億７，３１６万円△９．０％３６億７，６９８万円下 水 道 事 業

△３．１％１３億５，６５４万円４．１％１４億６，８２４万円深谷中央特定土地
区 画 整 理 事 業

１３．３％１６億４，４９６万円１０．６％１６億７，０３４万円介 護 保 険 事 業

△０．５％１５３億２，４６５万円０．１％１５５億２，６２６万円計

０．７％３７６億５，３９３万円１．０％３８７億６，９３４万円合　　計
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一
般
会
計
決
算
に
対
す
る
討
論

平成１４年度に一新されたトレーニングルーム。日々のトレーニングで体
力の維持・向上を目指し、さわやかな汗を流しませんか＜市民スポーツ
センターにて＞
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ÀÀÀÀÀÀÀÀÀÀÀÀÀ１４年度の主な事業

１４年度６会計の決算規模

一般会計決算歳入・歳出の状況

市税�
１１９億３，２６９万円�
　　　（５１．３％）�

地方交付税�
１５億５，６８２万円（６．７％）�

国庫支出金�
２４億７，１５１万円（１０．６％）�

県支出金�
７億１，７１９万円（３．１％）�

市　債�
１４億３，５３０万円（６．２％）�

諸収入�
９億３，４７３万円�
　　（４．０％）�

国有提供施設等所在�
市町村助成交付金等�
９億２，４０８万円（４．０％）�

地方消費税交付金�
６億５，４０５万円（２．８％）�

繰越金�
８億７，３１７万円（３．７％）�

地方特例交付金�
４億７，５２９万円（２．０％）�

その他�
１２億６，８２５万円（５．６％）�

歳入総額�
２３２億４，３０８万円�

歳出総額�
２２３億２，９２８万円�

土木費�
５５億７，１３１万円�
　　（２５．０％）�

民生費�
４６億１，４５１万円�
　　（２０．７％）�

総務費�
２７億３，２８８万円�
　　（１２．２％）�

教育費�
２７億５，５７１万円�
　　（１２．３％）�

公債費�
２０億３０３万円（９．０％）�

衛生費�
２２億２，３４４万円�
　　（１０．０％）�

消防費�
１１億９，２０９万円（５．３％）�

商工費�
６億３，０９９万円（２．８％）�

議会費�
２億７，７９０万円（１．２％）�

その他�
３億２，７４２万円（１．５％）�

●
歳
入
で
は
、
国
の
恒
久
的
な
減
税
の
影

響
等
に
よ
り
、
減
税
補
て
ん
債
や
臨
時
財

政
対
策
債
が
大
幅
に
伸
び
て
い
る
。
福
祉

●
本
決
算
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、

財
源
確
保
に
努
め
、
施
策
の
優
先
度
、
重

点
化
を
明
確
に
し
た
予
算
執
行
や
経
費
の

削
減
を
徹
底
し
た
結
果
、
歳
入
歳
出
と
も

前
年
度
を
上
回
り
、
実
質
収
支
額
八
億
円

余
の
黒
字
を
確
保
し
、
健
全
財
政
を
堅
持

し
た
。
市
税
収
入
は
、
前
年
度
よ
り
一
・

八
％
の
減
と
な
っ
た
が
、
安
定
し
た
市
政

運
営
の
た
め
に
市
税
の
確
保
は
不
可
欠
な

こ
と
か
ら
、
最
大
限
の
努
力
を
望
む
。
歳

出
で
は
、
男
女
共
同
参
画
都
市
宣
言
、
地

域
就
労
援
助
セ
ン
タ
ー
事
業
な
ど
時
代
の

ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
多
種
多
様
な
事
業
展
開

が
さ
れ
た
。
今
後
も
、
事
務
事
業
の
見
直

し
等
に
よ
り
歳
出
の
抑
制
を
図
り
、
受
益

者
負
担
の
適
正
化
に
よ
り
財
源
確
保
に
努

め
る
な
ど
経
済
の
動
向
に
即
し
た
弾
力
的

な
財
政
運
営
を
要
望
し
、
賛
成
す
る
。

●
市
税
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
比
一
・
八

％
減
の
中
で
、
固
定
資
産
税
が
一
・
九
％

増
加
し
て
お
り
、
今
後
も
タ
ウ
ン
セ
ン
タ

ー
計
画
地
内
の
土
地
活
用
に
よ
る
増
収
が

期
待
さ
れ
る
。
一
方
、
歳
入
に
占
め
る
自

主
財
源
比
率
は
、
六
二
％
と
前
年
度
を
一

●
平
成
十
四
年
度
の
一
般
会
計
を
見
る
と
、

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
の
開
設
な
ど
幾
つ

も
の
評
価
で
き
る
事
業
が
開
始
さ
れ
た
が
、

そ
の
一
方
で
タ
ウ
ン
セ
ン
タ
ー
事
業
に
九

億
七
百
四
万
円
、
地
域
活
性
化
イ
ン
タ
ー

促
進
事
業
に
二
千
四
百
六
十
七
万
円
が
支

出
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
ら
の
費
用
を
老
人

医
療
費
助
成
事
業
の
拡
充
な
ど
、
数
多
く

の
市
民
に
直
接
結
び
つ
く
よ
う
な
事
業
に

組
み
替
え
る
必
要
が
あ
っ
た
と
考
え
る
。

地
域
活
性
化
イ
ン
タ
ー
促
進
事
業
で
は
、

市
が
行
っ
た
ア
ン
ケ
ー
ト
に
対
し
て
イ
ン

タ
ー
が
必
要
五
八
・
二
％
、
必
要
な
い
二

四
％
、
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
十
二
・
三

％
で
、
こ
の
ど
ち
ら
と
も
言
え
な
い
と
の

回
答
中
四
八
％
に
記
述
が
あ
り
、
そ
の
中

で
八
二
％
が
事
業
に
対
し
て
懸
念
が
あ
る

と
し
て
い
る
。
事
業
費
に
対
し
て
市
の
負

担
が
明
ら
か
に
な
っ
た
時
点
で
市
民
合
意

を
図
る
べ
き
で
あ
る
。
東
名
イ
ン
タ
ー
な

ど
の
大
型
開
発
で
は
な
く
生
活
道
路
の
整

備
を
優
先
す
べ
き
こ
と
を
指
摘
し
て
、
本

決
算
に
反
対
す
る
。

土木費
・公園用地取得事業　　　　　４億８，９８０万円
・公園整備事業　　　　　　　４億８，３０８万円
・市道新設改良舗装整備事業　４億２，９９９万円
・道路維持補修事業　　　　　２億８，２６２万円
・市道用地取得事業　　　　　２億４，７３７万円
・タウンセンター計画推進経費
　　　　　　　　　　　　　　１億６，４６１万円

・保育事業　　　　　　　　　３億５，７２５万円
・心身障害者施設等措置事業　３億２，４８８万円
・綾南保育園改築事業　　　　２億７，９７５万円
・児童手当支給事業　　　　　２億６，７４７万円

・学校施設管理工事事業　　　４億３，４６６万円
・スポーツセンター施設維持管理経費
　　　　　　　　　　　　　　１億３，２０２万円
・幼稚園等就園奨励費補助金　　　８，５４７万円
・市民文化センター施設改修事業　７，３３３万円

・テレビジョン共同受信施設設置事業
　　　　　　　　　　　　　　１億７，８５６万円
・職員退職手当基金積立金　　１億　１４１万円
・自治会育成事業　　　　　　　　５，００９万円

・高座清掃施設組合経費　　　８億９，９７２万円
・塵芥減量化対策管理経費　　１億６，７９６万円
・基本健康診査事業　　　　　１億５，２１９万円

・消防緊急情報システム整備事業　７，８７５万円
・車両管理経費　　　　　　　　　２，８９３万円

・経営安定特別資金預託金　　３億５，０００万円
・商工業小口事業資金預託金　１億　１５４万円

・畜産振興対策事業　　　　　　　１，３９０万円
・農業用水施設維持管理経費　　　１，０３１万円

・勤労者総合資金預託金　　　　　９，５００万円
・勤労者生活資金預託金　　　　　４，５００万円

民生費

総務費

教育費

衛生費

消防費

商工費

農林水産業費

労働費

関
係
の
経
費
や
学
校
、
文
化
セ
ン
タ
ー
等

の
公
共
施
設
の
改
修
を
進
め
る
上
で
、
必

要
か
つ
妥
当
で
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
が
、

将
来
的
に
は
こ
れ
に
代
わ
り
得
る
一
般
財

源
の
確
保
が
必
要
で
あ
り
、
税
源
移
譲
の

促
進
を
行
っ
て
い
く
よ
う
期
待
す
る
。
歳

出
で
は
、
地
球
に
優
し
い
綾
瀬
の
実
現
に

向
け
て
環
境
基
本
計
画
の
素
案
を
作
成
し
、

環
境
負
荷
低
減
対
策
を
講
じ
て
い
る
姿
勢

を
評
価
す
る
。
ま
た
、
中
小
企
業
支
援
策

や
商
店
街
の
活
性
化
に
加
え
、
今
後
は
、

新
た
な
起
業
家
育
成
を
支
援
す
る
た
め
の

施
策
の
展
開
な
ど
に
も
力
を
注
ぎ
、
活
力

あ
る
ま
ち
づ
く
り
に
努
力
す
る
こ
と
を
望

み
、
本
決
算
に
賛
成
す
る
。

・
七
％
下
回
っ
て
お
り
、
財
政
運
営
の
根

幹
を
な
す
自
主
財
源
の
確
保
に
最
大
限
の

努
力
が
必
要
で
あ
る
。
歳
出
で
は
、
綾
南

保
育
園
の
建
て
替
え
に
伴
う
子
育
て
支
援

セ
ン
タ
ー
の
併
設
や
育
児
相
談
、
各
種
講

座
の
実
施
に
よ
り
子
育
て
支
援
に
力
が
注

が
れ
た
。
ま
た
、
中
央
緑
道
の
整
備
、
北

部
地
域
公
園
の
取
得
な
ど
良
好
な
住
環
境

整
備
の
推
進
も
図
ら
れ
た
。
今
後
も
、
市

民
福
祉
の
向
上
の
た
め
、
職
員
の
専
門
性

の
確
立
、
市
民
と
の
協
働
の
た
め
の
環
境

整
備
等
に
期
待
し
、本
決
算
に
賛
成
す
る
。
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賛　
成


